
　　○山梨県警察の遺失物取扱いに関する訓令の運用上の留意事項及び様式の記載要領

　　　の制定について 

                                   　　 　 　　　　　令 和 ７ 年 ３ 月 １ ４ 日 

                                                      例規甲（会監）第５５号 

 

　　　山梨県警察の遺失物取扱いに関する訓令の運用上の留意事項及び様式の記載要領 

第１　運用上の留意事項 

１　第２条関係 

　 (1)　雑踏警備の警察署警備本部とは、祭礼等の開催場所に設置する警察署警備本部

      をいう。 

なお、祭礼等の開催場所が、遺失物法（平成１８年法律第７３号。以下「法」

という。）第２条第５項の施設に該当する場合は、法第４条第２項の規定に基づ

き、拾得者は施設占有者に物件を交付しなければならないことから、警察署長は、

事前に主催者に対して、主催者が設置する運営本部等に物件の交付を受ける窓口

を設置すること、当該窓口の設置を広報すること等を併せて指導すること。 

　 (2)　総合交通センターにおける物件の取扱いは、交通部運転免許課において取り扱

　　　うこととする。 

２　第３条関係 

　 (1)　物件の提出は、拾得場所が管轄区域外であっても受けること。 

   (2)　警察官が警ら等の所外活動に従事している際、拾得者又は施設占有者（以下

　　　「拾得者等」という。）から物件の提出の申出を受けたが、物件の内容の確認後

　　　の関係書類の作成及び物件の適切な保管が困難であることから、当該拾得者等に

　　　対し、警ら等の用務に従事しているため物件の提出を受けることができない旨を

　　　十分に説明し、最寄りの警察署又は交番等において提出を行うよう教示するとと

　　　もに、支障のない限り警察署又は交番等まで案内するなどの措置をとること。 

　 (3)　警ら等のため交番等に勤務員が不在の時に、物件を提出するため来訪した拾得

 　　 者等に不便を来すことのないよう、不在時転送電話等の利用方法を示すとともに、

　　　当該交番等に警察職員を出向かせ、又はこれにより難い場合にはほかの窓口を教

　　　示するなどの措置をとること。 

　 (4)　施設占有者から物件の提出を受けた場合は、遺失物法施行規則（平成１９年国



　　　家公安委員会規則第６号。以下「規則」という。）第２６条の規定に基づく提出

　　　書を２部提出するよう依頼（電磁的記録媒体又はオンラインにより提出を受けた

　　　場合は、提出を受けた警察職員が当該提出に係る提出書を２部出力）し、１部は

　　　拾得物件控書に添付し、もう１部は拾得物件預り書に添付して交付すること。 

３　第４条関係 

 (1)　拾得物件控書及び拾得物件預り書は、手書きにより作成した場合は、物件の提

　出を受けた警察職員が、速やかに警察共通基盤システムによる遺失物等情報管理

　業務（以下「システム」という。）への入力を行うこと。 

   (2)　システムにより拾得物件控書及び拾得物件預り書を作成するときは、拾得物件

　　　預り書の複製等を防止するため、作成者が拾得物件控書と拾得物件預り書に契印

　　　をすること。 

   (3)　権利放棄の取扱い等 

 　　 ア　拾得者等に記載及び署名を求める際には、事前に、拾得者等が有する権利、

　　　　氏名等の告知の同意及び電話番号の告知について説明をすること。 

 　　イ　権利放棄及び氏名等告知の同意の有無の意思表示は、口頭により行えば足り、

　　　　記載及び署名は拾得者等が任意により行われるものであることから、署名を求

　　　　める際には、これを強制したと受け取られかねないような言動は厳に慎むこと。

　　　　また、署名を求める際に、拾得者等の押印又は指印を求めないこと。 

　　　ウ　拾得者等が急用等で立ち去った場合のように、拾得者等から記載及び署名を

　　　　得ることができなかった場合には、拾得物件控書の備考欄に、記載及び署名を

　　　　得ることができなかった事情並びに権利放棄及び氏名等の告知の同意に係る拾

　　　　得者等の言動を記載しておくこと。また、高額な物件等に係る権利の放棄につ

　　　　いて署名が得られなかったときは、その理由及び状況をより詳細に記載した書

　　　　面を拾得物件控書に添付しておくこと。 

 　　 エ　拾得者等が費用請求権等の全部又は一部の放棄又は氏名等告知の同意の意思

　　　　について後で考えて決めるとした場合には、権利を放棄していないか又は氏名

　　　　等の告知に同意しているか不明として取り扱うこと。 

 　　 オ　未成年の拾得者が物件に関する権利を放棄し、又は氏名等の告知に同意をす

        る意思表示をする場合は、その署名を求めることに加え、その法定代理人（保

        護者）に対し、当該意思表示に対する同意の有無を確認すること。 



　  (4)　拾得物件預り書等の交付 

      ア　手書き作成用の拾得物件預り書は、拾得物件控書と共に、左下余白に年度ご

　　　　とに一連番号を付し、拾得物件預り書交付簿（第１号様式）を作成の上、警察

　　　　署、交番等に交付すること。また、拾得物件預り書交付簿は、５年間保存する

　　　　こと。 

イ　拾得物件預り書を受領しない拾得者への対応 

拾得物件預り書は、拾得者が警察署長に物件を提出する義務を履行し、及び

警察署長が物件を受理したことの証でもあることから、拾得者が物件に関する

権利を有するか否か、又は放棄するか否かにかかわらず、これを交付しなけれ

ばならない。拾得者がその氏名等を告げずに立ち去ろうとする場合、物件に関

する権利を放棄する旨を告げて立ち去ろうとする場合等のように、拾得者が拾

得物件預り書を受領する意思がないことが明らかであっても、拾得物件預り書

を交付する旨を拾得者に説明し、これを受領してもらうよう努め、もしこれを

交付することができなかった場合には、拾得物件預り書を交付することができ

なかった状況、拾得者の言動等を拾得物件控書の備考欄に記載し、警察署地域

担当課（係）幹部、宿日直責任者又は警察署会計課長の確認を受け、そのてん

末を明らかにしておくこと。 

ウ　拾得物件預り書を拾得者等に交付後、拾得者の物件引取期間及び提出物件の

うち法第３５条に規定する所有権を取得することができない物件の取扱いを誤

った等、記載内容に誤りがあった場合は、拾得物件預り書訂正通知書（第２号

様式）を拾得者等に送付すること。 

   (5)  物件の提出を受けた場合は、物件及び在中品を綿密に確認し、遺失者の発見に

      努めるとともに、必要により盗難等の被害の調査、各種照会及び手配を実施し、

      そのてん末を拾得物件控書に記載すること。 

４　第５条関係 

　 (1)　交番等で提出を受けた物件の引継ぎ等 

　交番等で提出を受けた物件については、拾得物件控書等と共に、警察署地域担

当課（係）幹部又は宿日直責任者（警察本部の施設にあっては、警察署会計課長)

に送付し、引継ぎを行うこと。 

なお、引継ぎの際には、拾得物件控書に送付年月日を記載し、送付者が押印の



上、警察署の受領者から受領年月日及び受領印を受けること。   

   (2)　現金収納袋への収納等 

ア　拾得者等に拾得物件預り書を交付できる場合は、現金収納袋に付いている現

金受取票については交付する必要はなく、取扱者は、現金収納袋の受理番号及

び取扱者所属氏名を記載すること。 

イ　拾得者等が急用等の理由で、拾得物件預り書を交付できない場合は、拾得者

等の面前で提出物件の確認を行うとともに、拾得日時・場所、拾得者の住所・

氏名、権利放棄の有無、氏名等の告知の同意等の最低限度の必要事項を聴取し、

拾得物件預り書を交付する代わりの措置として、現金収納袋に付いている現金

受取票に必要事項を記載し、拾得者等の面前で現金を現金収納袋に収納し、封

をするとともに現金受取票を拾得者等に交付すること。 

ウ　現金が在中している財布等のように、物品の大きさ及び形状から、現金収納

袋に収納可能な物品については、現金とともに現金収納袋に収納すること。た

だし、現金収納袋に収納できない物品については、この限りでない。 

   (3)　現金受取票交付時の留意事項 

ア　拾得物件預り書に代えて、現金受取票を拾得者等に交付する手続は、拾得者

等が拾得物件預り書等の完成を待つ時間的余裕がないという、拾得者等の事情

によることから、できる限り拾得者等に理解と協力を求めて、拾得物件預り書

を受領してもらうよう努めること。 

イ　現金収納袋に付いている現金受取票を交付した場合においても、受取票を交

付した取扱者が拾得物件控書及び拾得物件預り書の作成を行うこと。 

   (4)　現金収納袋に収納された現金の確認等 

ア　現金収納袋に収納された現金の確認は、警察署地域担当課（係）幹部又は宿

日直責任者（警察本部の施設にあっては、警察署会計課長）が交番等から送付

を受けた際、送付者立会いのもと開封して行うこと。 

イ　警察署地域担当課（係）幹部及び宿日直責任者は、引継ぎを受けた現金収納

袋は速やかに警察署会計課長に引き継ぐこと。 

ウ　現金受取票を交付したものについては、警察署会計課において、拾得物件預

り書を郵送等の方法で拾得者等に交付すること。 

   (5)　交番等における現金収納袋の開封 



交番等で現金収納袋に保管中の物件に関して、遺失者が当該物件の返還を求め

て交番等を来訪した場合、当該物件に関する照会があった場合等は、警察署長の

指揮を受けて開封できるものとする。 

なお、開封した場合には、開封した理由を現金収納袋の備考欄に記載すること。 

   (6)　現金収納袋の管理 

ア　現金収納袋は、あらかじめ会計年度ごとに一連番号を付し、交番等に配布し

ておくこと。この場合、交番等ごとに現金収納袋交付簿（第３号様式）を作成

し、交付及び回収の状況を明確にしておくこと。 

イ　現金収納袋交付簿及び回収した現金収納袋は、１年間保存すること。 

５　第９条関係 

   (1)　施設占有者については、可能な限り同意書（第４号様式）を事前に徴すること

　　　により包括的な同意を得ておくこと。同意を得られていない施設占有者について

　　　は、電話等により確認を行い、同意が得られた場合には拾得物件控書の備考欄に

　　　記載すること。 

なお、当該施設占有者の同意が得られなかった場合は、拾得者にその旨を説明

し、法第４条第２項の規定に基づき物件を当該施設占有者に交付すること、及び

拾得の時から２４時間以内に施設占有者に物件を交付しなかった場合には、物件

に関する権利が失われる旨を教示すること。 

   (2)　同意を得ている施設占有者は、事前に一覧表を作成するなどして交番等及び宿

　　　日直責任者に周知しておくこと。 

６　第１１条関係 

 (1)　提出を受けた物件が、犯罪者が占有していたと認められ、かつ、当該物件の回

復の請求権を有する者が判明している場合は、拾得物件一覧簿は作成せず、公告

しないこと。 

(2)　犯罪者が占有していたと認められる物件の任意提出 

ア　犯罪者が占有していたと認められる物件の任意提出は、行政の警察署長から

司法の警察署長に行い、押収品目録交付書の交付を受けること。 

イ　アにより押収された物件の還付先は、刑事訴訟法（昭和２３年法律第１３１

号）では司法警察職員に委ねられているが、拾得者の報労金を請求する権利等

を保護する観点から、行政の警察署長に還付するよう任意提出の際に意思表示



を行うこと。 

 (3)　犯罪者が占有していたと認められる物件の返還 

ア　（２）イにより司法警察職員から還付を受けた場合は、当該物件の遺失者に

速やかに返還すること。 

イ　司法警察職員が、直接、当該物件の遺失者に還付した場合は、拾得者等に拾

得物件返還通知書を送付すること。 

　 (4)　回復の請求権を有する者等が無い場合の措置 

ア　（１）により公告をしていないときは、司法警察職員から還付を受けた際に、

直ちに公告を行うこと。 

イ　公告した後に犯罪者が占有していたと認められる物件について、司法警察職

員から還付を受けた際に、拾得者等が民法（明治２９年法律第８９号）第２４

０条若しくは第２４１条又は法第３２条第１項に規定する所有権を取得してい

る場合は、その者に権利取得通知書を速やかに送付すること。 

　 (5)　物件に関する所有権を放棄している場合 

拾得者等が物件の所有権について、一切の権利を放棄している場合は、司法警

察職員から還付を受けた際に、民法第２４０条若しくは第２４１条に規定する期

間の経過時又は遺失者が権利放棄をしているときは、国又は県に帰属することか

ら、歳入等の手続を行うこと。 

   (6)　没収物件 

刑法（明治４０年法律第４５号）第１９条の規定による没収は、所有権を奪う

ものであることから、没収後は法及び民法第２４０条は適用されない。 

なお、この場合は、その旨を拾得者等に通知すること。 

７　第１２条関係 

   (1)　国の機関又は山梨県（中核市を含む。（３）及び（４）において同じ。）が行

　　　う発掘調査において発見された埋蔵文化財は、現品を添えて提出する必要はない

　　　ので留意すること。ただし、市町村教育委員会（中核市を除く。）が行う発掘調

　　　査については、現品を添えて提出しなければならないが、現品を添えがたいとき

　　　は、適任と認められた者に保管を委託し、拾得物件保管（飼育)委託書兼受託書

　　　を徴して、これを埋蔵文化財提出書に添付するものとする。  

　 (2)　所有者の判明しない埋蔵文化財の所有権は、文化財保護法（昭和２５年法律第



　　　２１４号）第１０４条及び第１０５条の規定により国又は県に帰属するため、そ

　　　の価格に相当する報償金を支給する事務を山梨県において取り扱う旨を、発見者

　　　及び土地の所有者に告げるものとする。 

   (3)　山梨県の鑑査の結果、埋蔵文化財と認定されたときは、埋蔵文化財認定の通知

　　　書をもって、国又は県に帰属したものとする。 

   (4)　山梨県の鑑査の結果、埋蔵文化財として認められなかったときは、埋蔵物とし

　　　て処理すること。 

８　第１３条関係 

拾得物件預り書を再交付する際は、拾得物件控書及び拾得物件預り書の備考欄に

再交付年月日及び再交付の旨を朱書きし、警察署長の決裁を受けた上で交付するこ

と。また、再交付のために作成した拾得物件控書については、当初作成した同一受

理番号の拾得物件控書と共に編てつすること。 

９　第１４条関係 

(1)　遺失届は、遺失者が警察署又は交番等に来訪すること又は電話若しくはオンラ

　　　インによる届出の方法により受理できるものとする。 

   (2)　遺失届出書は、原則として警察職員がシステムにより作成し、これを紙面に出

　　　力して遺失者の署名を受けることとする。ただし、遺失者の自筆又は警察職員の

　　　代筆による手書きの作成により受理した場合は、遺失届を受理した警察職員が、

　　　速やかにシステムへの入力を行うこと。 

   (3)　警察職員が遺失者に代わって遺失届出書を代筆した場合は、やむを得ない事由

      がある場合を除き、遺失者の署名を求めること。 

なお、署名を得られないときは、その理由を備考欄に記載すること。 

(4)　遺失届のうち特殊な物品については、絵図をもって表すなど、その詳細な特徴

の記載を求めること。 

１０　第１９条関係 

その他必要な措置として、警察本部主管課及び関係機関への通報等を行うこと。 

１１　第２０条関係 

 (1)　提出物件のうち、現金については、金庫へ保管することとし、物品については、

例えば、提出物件を一つの袋の中で法第３５条第２号から第５号までに掲げる物

とそれ以外の物を更に小袋で仕分け、拾得物件整理票の備考欄には、個人情報関



連物件在中と記載するなど、慎重に取り扱うこと。また、現金の残高については

日々、複数人による確認を励行すること。 

   (2)　提出物件を保管に適する者に保管委託した場合であっても、警察署長の管理か

　　　ら離れたものではないことから、保管委託物件が、滅失、毀損等した場合は、保

　　　管委託者の故意又は重大な過失によらない限り、警察署長に責任があることとな

　　　る。 

 (3)　警察署において保管する物件のうち、法第３５条第２号から第５号までに掲げ

る物件については、保管中に払戻期間又は引取期間が満了するものであっても、

現金と引き換えることはできないので留意すること。 

１２　第２４条関係 

   (1)　返還又は引渡しに充てるための手元に保管することができる現金は、別表のと

　　　おりとすること。 

   (2)　警察署会計課長は、山梨県指定金融機関から当座預金の当座勘定照合表が送付

      されたときは、小切手帳及び保管金・保管物品出納簿との照合を行うこと。 

   (3)　当座預金に預金した現金を、返還、引渡し、帰属又は手元に保管するために引

      き出す場合は、小切手又は払戻請求書を用いることとし、払戻請求書を用いる場

　　　合にあっては、その写しを保管しておくこと。 

   (4)　券面金額の誤記等により書き損じた小切手は、朱で斜線を引き、その理由を朱

      書きした上で警察署長が押印し、小切手帳へ残しておくこと。 

   (5)　小切手の有効期間中に、小切手を汚損その他正当な理由により再発行する場合

      は、当該小切手の支払停止の手続をした上で、小切手原符に支払停止年月日を記

      載する。また、再発行する小切手原符には再発行の理由を記載するとともに、小

      切手の余白に「再発行」と朱書きすること。 

１３　第２５条関係 

   (1)　支払未済小切手の歳入手続については、毎年度４月又は１０月に、訓令第３４

      条に規定する手続と併せて行うこと。 

   (2)　小切手法（昭和８年法律第５７号）第５８条に規定する支払保証時効前に支払

      請求があった場合は、これを調査した上で再発行を行うこと。 

   (3)　小切手法第７２条に基づく利得償還請求があった場合は、総務室会計課に報告

      した上で、必要な手続を行うこと。 



１４　第２６条関係 

   (1)　訓令第２６条第２項及び第６項に規定するその他やむを得ない事情とは、郵送

      等による通知ができなかった場合、電話による通知を希望する旨の申出があった

      場合等をいう。 

   (2)　拾得物件返還通知は、拾得者等の面前で行う場合（拾得者等が所在している間

　　　に遺失者に連絡が取れ、これに返還できることとなった場合等）を除き、原則と

　　　して文書により行うこと。 

１５　第２７条関係 

 (1)　遺失者に提出物件を返還するときは、拾得者が費用若しくは報労金を請求する

権利を行使し、又は謝辞を受けようとするに当たり、拾得者と遺失者が互いの氏

名等を知る必要があることを十分説明した上で、拾得者からの求めに応じ、遺失

者の氏名及び電話番号等を告知することを伝えること。ただし、遺失者の氏名等

を知った拾得者が遺失者に危害を及ぼすおそれがあると認められる場合等特段の

事情がある場合、告知してはならない。 

(2)　提出物件を権利取得者に引き渡すときは、拾得物件預り書の「物件」欄に記載

されている全ての物件を引き渡す場合に限り、拾得物件預り書と引換えに引き渡

すこととし、それ以外は受領書により引き渡すこと。 

 (3)　規則第１９条第１項に規定する送付による提出物件の返還を行う場合には、遺

失者の申出によることとなるが、その方法は、書面のほか、電話によることも可

能とし、その申出内容を拾得物件控書に記載するなどしておくこと。また、受領

書は、物件を送付する際に同封することとし、その後、遺失者から返送を受ける

こと。 

なお、万一遺失者から受領書が返送されなかった場合に備え、確実に物件が到

達したことを確認しておく必要があることから、遺失者の指定した宛先に到達し

たことが確認できる郵便追跡サービス等の方法を利用して物件を送付し、その配

達状況を印刷した書面等を保管しておくこと。 

   (4)　送付による提出物件の返還を行う場合は、法第１１条第１項の規定に基づき、 

      遺失者の本人確認をしなければならないことから、提出物件に身分証明書等遺失

      者を特定することができる物がある場合等遺失者の本人確認を確実に行うことが

      できる場合に限り、規則第１９条第１項の規定による送付を行うことができる。



      同項中「提出物件の返還に係る手続を行う場所を来訪することが困難であると認

　　　められる」場合とは、例えば、遺失者が遠隔地に居住している場合、高齢者等で

　　　あって移動が困難である場合等である。 

   (5)　送付に要する費用は、遺失者の負担とされているので、着払いにより物件を送

      付する方法をとるなど円滑に費用負担がなされる方法をとることとし、その旨を

      遺失者から送付の申出がなされた際に教示すること。 

１６　第３０条関係 

   (1)　拾得物件関係事項照会書の適正な管理 

拾得物件関係事項照会書（以下「照会書」という。）は、警察本部において、

事前に印刷され、一連番号を付された規定様式を使用しなければならない。 

   (2)　照会者 

照会書の名義は警察署長とし、その名義の末尾に職印を押印すること。 

   (3)　決裁 

照会書の作成に係る決裁過程においては、各級幹部が、個々の照会ごとに、照

会の必要性、照会内容等を十分検討し、照会書の発出の是非を判断すること。 

   (4)　契印 

照会書は、正本のほか、副本を作成し、契印をすること。 

   (5)　副本の保管・管理 

副本については、拾得物件関係事項照会書使用簿に編てつし、一元的な保管・

管理を行うこと。 

   (6)　文書番号 

決裁後は、文書番号を付すこと。 

   (7)　返信用封筒の同封 

照会の相手方の負担を考慮し、郵送による照会については、宛先（所在地、所

属名等）を明記し、切手を貼付した返信用封筒を同封すること。 

   (8)　その他の留意事項 

ア　照会は、照会の相手方に対し、その保有する記録等に基づき事実関係の報告

を求めるものであるので、新たに特別の調査を行う必要のある事項の報告を求

めないこと。 

イ　照会は、必要事項の報告の要求であり、帳簿、書類等（謄本を含む。）の提



出を求めることはできない。ただし、照会の相手方が自発的に謄本等を提出し

て報告に代えることは差し支えない。 

１７　第３１条関係 

特例施設占有者の指定申請及び変更届は、その施設（移動施設にあっては、その

   施設占有者の主たる事務所）の所在地が管轄区域外であっても受理すること。 

１８　第３４条関係 

 (1)　拾得物件控書と帰属物件の現物との突き合わせ確認を確実に実施すること。 

　 (2)　帰属物件の仕分整理作業及び処分は、やむを得ない事情がある場合を除き、必

　　　ず警察署会計課長が立会いの上、行うこと。 

　１９　第３５条関係 

 (1)　拾得物件控書と個人情報関連物件の現物との突き合わせ確認を確実に実施する

　こと。 

　 (2)　個人情報関連物件の仕分整理作業及び処分は、やむを得ない事情がある場合を

　　　除き、必ず警察署会計課長が立会いの上、行うこと。 

　２０　第３６条関係 

    　簿冊は、受理番号順に整理して編てつすること。また、拾得物件控書は、それぞ

    れの拾得物件控書が完結に至るまでの関係書類（他の簿冊に編てつされるものを除

    く。）を一括して編てつすること。 

２１　第３９条関係 

  警察署長が会計年度の途中において交替し、後任者が拾得物件出納計算書を提出

するときは、後任者の取扱期間中の取扱額又は取扱点数を記載することとし、前任

者の引継ぎ残額又は引継ぎ点数を「繰越」欄に記載すること。 

２２　第４１条関係 

(1)　検印は、第５号様式とする。 

 (2)　検印は、保管金・保管物品出納簿及び拾得物件関係事項照会書使用簿に検査員

の認印とともに押なつするものとする。 

２３　第４３条関係 

警察署会計課長及び警察署地域担当課（係）幹部は、警察署長の命を受け、連携

し、物件の取扱い等に関し、指導教養を徹底すること。また、交番、駐在所等を巡

回するなど、物件の提出を受ける際の対応、物件の保管、遺失届を受理する際の対

応、関係書類の作成及び保管等の事務について、具体的な指導教養を行うこと。 



第２　様式の記載要領 

　１　共通事項 

　 (1)　各書面の記載に当たっては、正確を期するものとし、記載すべき事項が不明な

　　　場合には、その旨を該当する記載欄に記載するとともに、参考となるべき事項を

　　　当該書面の備考欄に記載しておくこと。 

 　(2)　各書面の物品記載欄に全ての物品を記載できないときは、物品継続用紙（第６

　　　号様式）により作成し、当該書面に添付して作成者が契印をすること。 

   (3)  各書面（照会書は除く。）の記載訂正は、訂正箇所を二線で抹消し、作成者が

　　　訂正箇所に押印し、その訂正箇所上部に記載すること。 

２　各様式の記載要領 

   (1)　拾得物件控書（規則別記様式第１号） 

ア　「権利種別」欄 

　　  （ｱ)  「棄権」には、拾得者等が、法第２７条第１項の費用若しくは法第２８条

　　　　　の報労金を請求する権利又は民法第２４０条若しくは同法第２４１条の規定

　　　　　若しくは法第３２条第１項の規定により所有権を取得する権利（以下「費用

　　　　　請求権等」という。）の全てを放棄している場合のみが該当し、一部を放棄

　　　　　しているに過ぎない場合は「有権」とすること。したがって、拾得者等が、

　　　　　費用請求権等のうちいずれか１つ以上の権利を留保している場合には、有権

　　　　　の□内にレ印を付すこと。 

       (ｲ)　拾得者等が、費用請求権等のうち全ての権利を放棄している場合には、棄

　　　　　権の□内にレ印を付すこと。 

       (ｳ)  拾得者等が、法第３４条の規定により費用請求権等を失っている場合には、

　　　　　失権の□内にレ印を付すこと。 

　　　 (ｴ)  無権の□内には、公法人による拾得（いわゆる公務拾得）の場合にレ印を

　　　　  付すこと。この場合において、拾得者等が、報労金を請求する権利以外の権

　　　　　利を有している場合には有権の□内に、報労金を請求する権利以外の権利を

　　　　　全て放棄している場合には棄権の□内に、それぞれレ印を付すこと。 

  なお、法第３４条の規定により費用請求権等を失っている場合には、失権

  の□内にレ印を付すだけで足りる。 

 (ｵ)　拾得者等が、権利放棄の意思又は氏名等告知の同意の有無について後で考

えて決めるとした場合には有権の□内にレ印を付すこと。 



イ　「拾得日時・場所」欄 

拾得の日時については、遺失の日時と対照することにより、遺失者を特定す

る手掛かりの一つとなるものであることから、可能な限りこれを特定して記載

すべきであるが、拾得者が拾得の日時を詳細に記憶していないような場合には、

「○年○月○日午後○時ころから同○時ころまでの間」のように時間に幅を持

たせた記載とすること。 

ウ　「施設占有者住所・氏名」欄 

法第４条第１項又は法第１３条第１項に基づき施設占有者が物件を提出した

場合に限り記載すること。 

エ　「物件」欄 

　　   (ｱ)　「現金」欄 

　　　　　ａ　「現金」欄中の最左欄には、現金の合計額を記載し、「内訳」欄には各

　　　　　　金種の数を記載すること。 

　　　　　ｂ　現金のみ（いわゆる裸現金）が拾得された場合には、「現金」欄中の

　　　　　　「現金のみ」を○で囲むこと。 

       (ｲ)　「物品」欄 

　　　　　ａ　「物品」欄には、現金以外の物件を記載すること。 

　　　　　ｂ　「物品」欄の最上段には代表物品を記載すること。例えば、代表物品と

　　　　　　して、在中品があるかばんが拾得された場合には、かばんがこれに当たる

　　　　　　ことになる。 

　　　　　ｃ　「種類」欄には、物品の分類、製品名等を記載すること。 

　　　　　ｄ　「特徴等」欄には、物品の色、形状、模様、品質、材質等を記載するも

　　　　　　のとし、可能な限り詳細に記載すること。 

　　　　　ｅ　財布等他の物品に現金が在中していた場合には、「現金」欄に記載をす

　　　　　　るとともに、「物品」欄においても、「種類」欄に「財布」、「特徴等」

　　　　　　欄に「黒色、二つ折り、革製（現金○○円在中）」等と記載すること。 

　　　　　ｆ　個人番号（マイナンバー）、クレジットカード番号、健康保険の保険者

　　　　　　番号等、基礎年金番号、旅券（パスポート）番号、在留カード番号等を拾

　　　　　　得物件預り書に記載し、拾得者に交付することは、個人情報の漏えいに該

　　　　　　当することから、拾得物件預り書その他の遺失物関係書類に記載してはな



　　　　　　らない。 

オ　「権利放棄の意思及び氏名等告知の同意の有無」欄 

 (ｱ)　拾得者等に記載及び署名を求める際には、事前に、拾得者等が有する権利

　及び氏名等の告知の同意について説明をすること。 

　　　 (ｲ)　これらの欄には、物件を提出した拾得者等の物件に関する権利の全部又は

　　　　　一部を放棄する意思及び氏名等の告知の同意の有無を確認し、該当部分の□

　　　　　内にレ印を付した上で、署名を求めること。 

　　　 (ｳ)　拾得者等が、権利放棄の意思又は氏名等告知の同意の有無について後で考

　　　　　えて決めるとした場合には、該当部分の□内にレ印を付した上で、署名を求

　　　　　めるとともに、権利放棄をしていない又は氏名等の告知に同意しているか否

　　　　　か不明として取り扱うこと。 

　　　カ　「施設内における拾得者に係る権利の有無等」欄 

       (ｱ)　物件を施設占有者に交付した拾得者が物件に関する権利を放棄しているか

          否か不明である場合は、「物件に関する権利」の有の□内にレ印を付すこと。 

　　　 (ｲ)　物件を施設占有者に交付した拾得者がその氏名等の告知に同意をしている

　　　　　か否か不明である場合は、「氏名等告知の同意」のいずれの□内にもレ印を

　　　　　付さず、拾得者が同意をしているか否か不明である旨を備考欄に記載するこ

          と。 

キ　「拾得者の物件引取期間」欄 

「拾得者の物件引取期間」欄の記載については、拾得者（法第３３条の規定

により拾得者とみなされる施設占有者を含む。）の権利に関わるものであるこ

とから、物件の引取期間の起算の基準となる警察署長による公告の日付を確実

に確認した上で行うこと。 

なお、拾得者等が物件の所有権を取得する権利を放棄した場合は、「拾得者

の物件引取期間」欄に斜線を付すなどして抹消すること。 

ク　備考欄 

       (ｱ)　提出を受けた物件が法第３５条各号に掲げる物に該当する場合には、その

          該当する物品を記載すること。 

なお、（２）イにより、「※」を付した物品については、記載は省略でき

るものとする。 



　　　 (ｲ)　埋蔵物の提出を受けた場合において、埋蔵物の発見者と埋蔵物が包蔵され

          ていた土地等の所有者が異なるときは、当該所有者の氏名等を記載すること。 

(2)　拾得物件預り書（規則別記様式第２号） 

ア　拾得物件控書と共通の記載欄 

拾得物件控書と共通の記載欄については、（１）の各項目を参照すること。 

イ　所有権を取得することができない物件に関する説明に係る記載欄 

提出を受けた物件が法第３５条に掲げる物に該当すると認められるときは、

規則第３条第３項の規定により、物件を提出した拾得者等に対し、その旨を説

明することとなるが、これに併せて「あなたが提出された物件のうち・・・」

とある欄の□内にレ印を付すとともに、括弧内に該当する物品を記載すること。

また、括弧内に該当物品を記載しきれないときは、「※」を括弧内に記載し、

該当する物品欄の物品に「※」を付すこと。 

なお、提出を受けた物件が法第３５条各号に掲げる物に該当するか否か判然

とせず、これに該当する可能性がある場合には、当該記載欄に記載し、その旨

を説明すること。 

ウ　拾得物件預り書の記載を誤り、訂正不可能な場合は、斜線を引いて「誤記」

（電子公印を使用した拾得物件預り書を誤って出力した場合にあっては、斜線

を引いて「誤出力」）と朱書きし、廃棄せずに、拾得物件控書と共に警察署会

計課長に返納すること。この場合において、誤記の拾得物件預り書は、回収年

月日を拾得物件預り書交付簿の備考欄に記載すること。また、警察署会計課長

に返納された誤記し、又は誤出力した拾得物件預り書は、当該拾得物件控書と

共に拾得物件預り書交付簿に編てつすること。 

エ　「受領確認」欄は、全ての物件を権利取得者に引き渡す場合のみ、記載させ

ること。 

 (3)　現金収納袋（訓令第２号様式） 

拾得物件控書と共通の記載欄については、（１）の各項目を参照すること。 

   (4)　特例施設占有者保管物件一覧簿（訓令第４号様式） 

法第１７条の規定による届出が複数の物件についてまとめてなされた場合には、

当該複数の物件について一通の特例施設占有者保管物件一覧簿を作成すること。 

   (5)　遺失届出書（規則別記様式第３号） 



ア　「遺失場所」欄 

遺失の場所は、拾得の場所と対照することにより、当該遺失者が遺失した物

件を特定する手掛かりの一つとなるものであるが、遺失者が遺失の場所を詳細

に記憶していない場合には、遺失した可能性のある複数の場所を記載したり、

移動中に遺失した場合には、移動した場所を記載したりするなどして、実際に

遺失した場所の記載が漏れないようにすること。 

イ　「物件」欄 

（１）エを参照すること。 

なお、「現金」欄中の「内訳」欄については、詳細が不明な場合は、これを

記載することを要しないが、その旨を備考欄に記載しておくこと。また、物品

の製造番号等が判明している場合にはその記載を求めるとともに、形状に特徴

のある物品等については絵図の記載も求めるなど、可能な限り物品を特定する

ための手掛かりとなる事項を記載するようにすること。 

   (6)　物件売却書（規則別記様式第６号） 

ア　「受理番号」欄 

「受理番号」欄には、売却をした物件に係る規則第４条第１項第１号に掲げ

る受理番号を記載し、又は記録すること。 

なお、複数の物件を同一機会に売却した場合には、記載し、又は記録すべき

受理番号、物件の種類及び特徴等を記載し、又は記録した一覧表を添付した上

で、受理番号欄に「○○番ほか」等と記載し、又は記録しても差し支えない。 

イ　「受理年月日」欄 

「受理年月日」欄には、売却をした物件の提出を受けた年月日を記載し、又

は記録すること。 

なお、複数の物件を同一機会に売却した場合には、添付する一覧表に記載し、

又は記録すること。 

ウ　「売却の方法」欄 

「売却の方法」欄には、一般競争入札、競り売り又は随意契約の別を記載し、

又は記録すること。 

エ　「売却の経過」欄 

「売却の経過」欄には、一般競争入札又は競り売りに係る公告の日付及び応



札者数、随意契約に係る見積書の徴収数等、売却を適正に行ったことを疎明す

る事項を記載し、又は記録すること。 

オ　「売却代金等の額」欄 

「売却代金等の額」欄には、売却による代金及び売却に要した費用がある場

合には当該費用を記載し、又は記録すること。 

カ　「官職・氏名」欄 

「官職・氏名」欄には、売却を担当した職員の官職及び氏名を記載し、又は

記録すること。 

   (7)　物件処分書（規則別記様式第７号） 

ア　「受理番号」欄等 

「受理番号」欄、「受理年月日」欄及び「官職・氏名」欄については、（６)

ア、イ及びカを参照すること。 

イ　「処分理由」欄 

「処分理由」欄については、法第９条関係及び法第１０条関係の理由を共に

満たしていなければならないものであることから、それぞれ該当部分の□内に

レ印を付すこと。また、処分した物件が、「その他売却することができない」

物件である場合には、その具体的理由を記載し、又は記録すること。 

ウ　「処分方法」欄 

「処分方法」欄には、廃棄、適当と認められる者への引渡し又は動物を放っ

たことの別及びその具体的状況等を記載し、又は記録すること。 

エ　備考欄 

規則第１４条の規定により拾得者に通知をした場合には、その旨を記載し、

又は記録すること。 

   (8)　拾得物件関係事項照会書（規則別記様式第９号） 

　　　　照会書の記載を誤った場合は、斜線を引いて「誤記」と朱書きするものとする。

　　　照会書は、廃棄せずに、拾得物件関係事項照会書使用簿に編てつし、保管してお

　　　くこと。 

 (9)　電磁的記録媒体提出票（規則別記様式第１２号） 

　　　ア　電磁的記録媒体に記録された事項欄 

　　　　　電磁的記録媒体に記録された事項欄には、電磁的記録媒体に記録された事項

　　　　の概要を記載すること。例えば、規則第２６条の規定に基づく提出書の提出を



　　　　電磁的記録媒体により行う場合には、「○年○月○日から○年○月○日までの

　　　　間に○○において拾得された物件に関する事項」等とすること。 

　　　イ　電磁的記録媒体と併せて提出される書類欄 

　　　　　電磁的記録媒体と併せて提出される書類欄には、施設占有者が規則第２８条

　　　　第２項の申請書を提出した場合において、同条第３項の書類を書面により提出

　　　　したときに、当該書類の種類を記載すること。 

　　　ウ　その他の留意事項 

　　　　　規則別記様式第１１号の保管物件届出書について、電磁的記録媒体及び電磁

　　　　的記録媒体提出票の提出により受理したときは、当該電磁的記録媒体提出票の

　　　　写しに当該届出を受けた物件に係る公告の日付を記載し、届出をした特例施設

　　　　占有者にこれを交付することにより、規則第３１条第２項の規定による公告の

　　　　日付の通知を行うこと。また、規則第４１条各号に掲げる書類の当該各号に定

　　　　める規定による提出を電磁的記録媒体を使用せず、オンラインにより受ける場

　　　　合には、電磁的記録媒体提出票の提出は不要とする。この場合において保管物

　　　　件届出書を受理したときは、届出を受けた物件に係る公告の日付を当該届出書

　　　　の電磁的記録に記録し、又は当該届出書を紙面に出力したものに記載し、届出

　　　　をした特例施設占有者にこれを交付（オンラインによる交付を含む。）するこ

　　　　とにより、公告の日付の通知を行うこと。 

 

　


